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【様式２】

２　改訂概要

設計積算編
■平成28年3月改正

項　目 改　訂　概　要

第1章 設計図作成の流れ

　1-2　設計書作成における添付書類
・設計書作成における添付書類の区分と順序を統一する。
【第１章－2～3】

■平成27年3月改正

項　目 改　訂　概　要

第3章 設計図の作成

　3-3-5 設計書に添付する図面の着色要領 ・事業名等変更に伴う改訂【第３章－27～28】

第4章 数量計算要領

　4-5　設計図書の設計数量の単位及び数量 ・電線・配管等の設計図書の数値を追加　【第４章－5】

第5章 積算

　5-5　業務委託 ・積算基準の改正（諸経費の考え方）に伴う変更【第５章－9～10】

■平成27年1月改正

項　目 改　訂　概　要

第4章 数量計算要領

　4-6-1 土工区分 ・施工パッケージ適用に伴う追加【第４章－7～8(P)】
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第１章 設計書作成の流れ

１－１ 工事設計書の発注までの流れ 第１章－１

第２章 現 地 調 査

２－１ 現 地 調 査 第２章－１

第３章 設 計 図 の 作 成

３－１ 設計書添付図面の作成要領 第３章－１

３－２ 設計図面記載要領 第３章－６

３－３ 記 載 注 意 事 項 第３章－17

３－４ 変更設計の図面 第３章－28

３－５ 設 計 一 般 第３章－29

３－６ 設計基準図集・標準設計図の運用等 第３章－36

第４章 数 量 計 算 要 領

４－１ 適 用 範 囲 第４章－１

４－２ 数量の計算方法 第４章－１

４－３ 構造物の数量から控除しないもの 第４章－１

４－４ 数 量 計 算 書 等 第４章－２

４－５ 設計図書の設計数量の単位及び数値 第４章－３

４－６ 数量計算(標準) 第４章－５

４－７ ｢みなし設計｣ の活用と拡大について 第４章－12

４－８ 概算数量発注工事の事務取扱要領 第４章－16
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第 1 章―2 

１－２ 設計書作成における添付書類 

設計書を作成するにあたり添付する書類については、表１－１、表１－２を参考とし取りまとめる。

表１－１ 土木工事設計書作成における添付書類  ○：原則添付、△：該当する場合添付

添付順 書 類 名
当初 変更 出力

システム
備考

金入 金抜 金入 金抜

1 起工伺 ○ ○ 事業執行管理

2 金抜設計書表紙 ○ ○ 事業執行管理

3 条件処理表 ○

4 チェックリスト（設計図書審査書） ○

5 起工（又は変更）理由書 ○ ○

6 随意契約理由書 ○ 随意契約の場合

7 位置図 ○ ○ △ △

8 写真 △

9 実施設計額内訳書 ○ ○ 事業執行管理

10 実施計画内訳書 ○ ○ 事業執行管理

11 起工伺変更履歴内容書 ○ ○ 事業執行管理

12 箇所管理調書（分割内訳） ○ ○ 事業執行管理

13 契約の方法及び入札の条件 ○ ○
金抜：ホームページ掲載の

場合、添付不要

14 契約の保証について ○ ○
金抜：ホームページ掲載の

場合、添付不要

15 工期算出資料 ○ △

16 特記仕様書 【設計図書】 ○ ○ △ △

17 事業費総括表 ○ ○ 設計積算

18 総括情報表 ○ ○ ○ ○ 設計積算

19 本工事費内訳表 ○ ○ ○ ○ 設計積算

20 施工内訳表・施工パッケージ内訳表 ○ ○ ○ ○ 設計積算

21 数量総括表 ○ ※ ○ ※

22 各種計算書 △ ※ △ ※

23 交通誘導員算出表 △ △

24 採用単価表（物価資料） △ △ △ △
金入：根拠資料添付
金抜：単価のみ削除

25 採用単価表(見積単価(又は歩掛)表 
(特別調査単価も含む)) △ △ △ △

金入：根拠資料添付

金抜：単価掲載

26 産業廃棄物処理場単価比較表 △ △ 金入：根拠資料添付

27 工事毎に必要な資料 △ △ △ △

28 図面 【設計図書】 ○ ○ △ △ 図面目録を添付

※数量総括表、各種計算書については、必要な場合は金抜設計書へ添付することができる。

（平成 28 年 4月） 
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表１－２ 委託業務設計書作成における添付書類  ○：原則添付、△：該当する場合添付

添付順 書 類 名
当初 変更 出力

システム
備考

金入 金抜 金抜 金抜

1 起工伺 ○ ○ 事業執行管理

2 金抜設計書表紙 ○ ○ 事業執行管理

3 条件処理表 ○

4 チェックリスト（設計図書審査書） ○

5 起工（又は変更）理由書 ○ ○

6 随意契約理由書 ○ 随意契約の場合

7 位置図 ○ ○ △ △

8 実施設計額内訳書 ○ ○ 事業執行管理

9 実施計画内訳書 ○ ○ 事業執行管理

10 起工伺変更履歴内容書 ○ ○ 事業執行管理

11 箇所管理調書（分割内訳） ○ ○ 事業執行管理

12 契約の方法及び入札の条件 ○ ○
金抜：ホームページ掲載の

場合、添付不要

13 契約の保証について ○ ○
金抜：ホームページ掲載の

場合、添付不要

14 工期算出資料 ○ △

15 特記仕様書 【設計図書】 ○ ○ △ △

16 個人情報保護に関する留意事項 △ △
金抜：ホームページ掲載の

場合、添付不要

17 事業費総括表 ○ ○ 設計積算

18 総括情報表 ○ ○ ○ ○ 設計積算

19 測量及び試験費内訳表 ○ ○ ○ ○ 設計積算

20 施工内訳表 ○ ○ ○ ○ 設計積算

21 数量総括表 ○ ○

22 各種計算書 △ △

23 採用単価表（物価資料） △ △ △ △
金入：根拠資料添付

金抜：単価のみ削除

24 採用単価表(見積単価(又は歩掛)表 
(特別調査単価も含む)) △ △ △ △

金入：根拠資料添付
金抜：単価掲載

25 委託業務毎に必要な資料 △ △ △ △

26 図面 【設計図書】 △ △ △ △ 図面目録を添付

（平成 28 年 4 月） 







第 3章 設 計 図 の 作 成 

３－１ 設計書添付図面の作成要領

３－１－１ 適 用 範 囲

設計書添付図面は、本要領により作成する。

（解 説）

１．設計製図は、本要領によるほか、JISA0101「土木製図通則」、土木学会制定「土木製図基準」、
国土交通省制定「ＣＡＤ製図基準（案）」により、図面の仕上がり寸法は、Ａ１版とする。 

２．図面の仕上がり寸法は、図３－１によるものとする｡ 

ただし、電子納品の場合は福島県電子納品運用ガイドライン（案）による｡

３．福島県制定「土木工事標準設計図集」、国土交通省制定「土木構造物標準設計」に収録されて

いる場合は、その呼び名を明示することにより構造図等を省略することができる。 

３－１－２ 図 面 の 種 類

図面の種類は次の通りとする。

１．位 置 図

２．平 面 図

３．縦 断 面 図

第３章－１   (平成24年2月)
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４．標 準 横 断 面 図

５．横 断 面 図

６．一 般 図

７．構 造 図（詳細図を含む） 

８．丈 量 図（廃道、廃川敷が生ずる時及び必要に応じ） 

９．そ の 他（参考図等） 

３－１－３ 添付図面の大きさ

添付図面の寸法は、Ａ３版とする。ただし、平面図及び縦断面図は原則Ａ１版とする。

（解 説）

１．起工伺（金入設計書と金抜設計書）に添付する図面は、原則、平面図及び縦断面図を除きＡ３

版（Ａ１版縮小）とする。 

２．図面を縮小した場合、図面袋に縮小した旨を明記する。（下図参考） 

３．添付図面は陽面焼付紙または複写紙を使用する。 

３－１－４ 図 面 の 正 位

図面の正位は、その長手方向においた位置を正位とする｡

ただし、高さの大きな構造物を示す場合は、正位を変えることができる｡

３－１－５ 原図の大きさ、紙質

１．原図には、青写真切取線（図面仕上方法）のほか、ａ・ｂの間隔（20㎜程度）をとり、原図の
破損を防護する｡ 

２．トレースの紙質は、下記のとおりとし、トレーシングペーパーにおいては縁を保護する｡ 

平 面 図

－マイラー（200番程度） 
縦 断 図

マイラー（200番程度） 
その他の図面－

又は、艶消中厚トレーシングペーパー
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３．設計原図の大きさはＡ１版とする｡ 

４．設計原図は、表３－１によりＡ１型図面ファイル（３つ折タイプ）に保管する｡ 

表３－１ 原図ファイルの形式 

工 事 の 種 類 ファイル様式 ファイルの色

道路・都市施設に関するもの

A１型（３つ折タイプ） 

青

河川・砂防に関するもの 赤（ピンク）

上記以外のもの 黒（グレー）

５．原図ファイルの背表紙には、調査業務の表題等を図３－２のように記入すること。 

６．電子納品の場合は、福島県電子納品運用ガイドライン（案）による｡ 

３－１－６ 図面の折りたたみ

図面の折りたたみについては、原則としてJIS Z 8311（図面の大きさ及び様式）の付属書：「図面
の折りの様式」にある図面袋折りによるものとする。

※（JIS Z 8311 図面の大きさ及び様式 付属書図面折りの様式により抜粋） 
図面袋折り：複写図面を主にとじ穴のあるＡ４の袋の大きさに入るように折りたたむ方法で、その大

きさは、Ａ４の大きさ（Ａ４の幅－40㎜）とする。 
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３－１－７ 図 面 の 袋 入

１．図面袋の表面には、添付図面の内容を表３－２の様式により記入又は添付する。 

２．図面袋を用いない場合は、別に用意する図面用表紙等に、同じく添付図面の内容を表３－２の様

式により記入し、「３－１－３ 添付図面の大きさ」２により縮尺した旨を明記する。 

表３－２ 

工 事 名

図 面 名 図 面 番 号 葉 数

位 置 図 １ １

平 面 図 ２ １

○ ○ 図 ３ ～ ５ ３

○ ○ 図 ６ ～ ８ ３

○ ○ 図 ９ １

○ ○ 図 10 １

○ ○ 図 11 １

○ ○ 図 12 １

○ ○ 図

計 全 12 葉 

３－１－８ 標 題 欄

標題欄の大きさ、記載事項等は、次の図に示すとおりとする｡ただし、電子納品された成果品をもと

に作成する場合は、福島県電子納品運用ガイドライン（案）による｡
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３－１－９ 縮 尺

縮尺は、特別な場合を除き、次の縮尺より選ぶものとする｡

１

5 、
１

10、
１

20、
１

30、
１

40、
１

50、
１

100、
１

250、
１

300、
１

500、
１

1,000、
１

2,000、
１

2,500、 

１

3,000、
１

5,000、
１

10,000、
１

50,000

３－１－10 文 字（数字を含む） 

１．文字の大きさは、14、10、７、５、４及び３㎜を標準とし、50％程度に縮小した場合でも判別で
きる大きさとする｡ 

２．構造物の図面では普通４㎜を用いる｡ 

３．漢字はカイ書、外来語はカタカナを使う｡ 

４．記号及び略号については、従来からの慣習に従う｡ 

５．一般化されている外来語については、外来語のまま表現してもよい｡ 

（解 説）

一般的にはJIS Z 8203単位記号による。 
㎜、㎝、ｍ、㎟、㎠、㎡、㎤、㎏、㎏/m、㎏/㎠、㎏/㎤、60°など。 
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３－２ 設計図面記載要領

 設計書添付図面は、本記載要領に記載するのを標準とする。

表３－３  道 路 関 係

工種 図面名称 縮 尺 記  載  事  項 記 載 注 意 事 項

道

路

改

良

工

事

位  置  図 1/50,000 

工事名、施工位置、橋梁延長、幅員 図面は起点を左に、終点を右にする

ことを原則とする。

引出し線等は赤で表示する。

平   面   図
1/500又は 

1/1,000 

工事起終点、中心線および測点、道路

延長、幅員、構造物の位置、寸法、名

称、曲線部、曲線設置諸元、河川流下

方向、至る○○、方位、仮BMの位置

及び高さ、排水工の種別・延長

図面は起点を左に、終点を右にする

ことを原則とする。測点は起点から

終点に向かって 20m 毎に追い番と

し図面には100m毎に測点No.を記

載する。用排水工には流向を矢印で

表示。

着色：施工箇所……赤

縦 断 面 図

縦1/100 

又は1/200 

横1/1,000 

工事起終点、測点、短距離、逓加距離、

地盤高、計画高、切・盛土高、縦断勾

配、勾配変化点、地盤線、土層推定線、

計画線、構造物の位置・形状、寸法、

名称、平面曲線の線形諸元、縦断曲線

長および半径、横断勾配すりつけ図お

よびすりつけ率

図面は起点を左に、終点を右に作図

することを原則とする。

平面図と縦断図を併記する場合は、

上段に平面図、下段に縦断面図を作

図する。

着色：施工形状……赤

標準横断面図
1/;50又は 

1/100 

中心線、地盤線、計画断面、幅員寸法、

横断勾配、法勾配、側溝、側道、擁壁、

舗装構成、防護柵

工事発注区間及び設計区間の代表的

断面図を作図する。

着色：施工形状……赤

横 断 面 図
1/100又は 

1/200 

中心線、測点番号、計画高、現況地盤

線、用地境界、中心線における現況地

盤高、計画断面、横断勾配、土層推定

線、CA、BA、法長、地下埋設物の位

置

横断図の視方向は、起点から終点方

向をみること。

同一図面内の幅員が一定の場合は、

最初の断面図に寸法を記入すればよ

い。幅員や横断勾配が異なる場合は、

その都度記入のこと。必要に応じ、

側溝、擁壁の底面高を記入する。

着色：施工断面……赤

既竣工部分……黒

構  造  図 適  宜

一般図（平面、縦断、標準横断、構造

線、寸法線位置、斜角、高さ、設計条

件、土被り寸法、その他）

配筋図（構造線、鉄筋、寸法線、鉄筋

表）

特殊のり面工展開図

設置位置、方向、設置高さ等を明記

する。他の構造物との取合い関係を

明記する。

用排水系統図
1/500又は 

1/1,000 

用排水計画、流向、計画断面、取排水

位置等
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工種 図面名称 縮 尺 記 載 事 項 記 載 注 意 事 項

橋
梁
下
部
工
工
事

構 造 図 適 宜

寸法, 角度, 平面図, 正面断面図, 鉄

筋詳細図

杭, ケーソン, 仮締切, 土留, 仮橋等

の構造詳細

地質柱状図を付けること

細部, 構造詳細図を含む

橋

梁

上

部

工

工

事

位 置 図 1／50,000 橋梁下部工と同じ 橋梁下部工と同じ

平 面 図
1／500又は

1／1,000
橋梁下部工と同じ 橋梁下部工と同じ

縦 断 面 図
道路改良工事と
同じ

道路改良工事と同じ 道路改良工事と同じ

一般側面図
1／100～

1／500

計画高水位, 平均低水位, 河川断面,
桁下高, 橋脚, 橋台, 橋体の寸法, 設
計条件, 支間, 高欄, 親柱, 橋面縦断
勾配

着色�施工形状……赤

一般断面図 1／20～1／50
床版, 舗装厚, 横断勾配, 高欄, 親柱,
桁高, 主桁間隔等

着色�施工形状……赤

構 造 図 適 宜
構造詳細図, 沓, 排水施設, 伸縮継手,
鋼材表, キャンパー, 座標図

架 設 図 等 適 宜

表３－６ 道 路 舗 装 関 係

工種 図面名称 縮 尺 記 載 事 項 記 載 注 意 事 項

道

路

舗

装

工

事

位 置 図 1／50,000 工事名, 実施延長, 幅員 道路改良工事と同じ

平 面 図
1／500又は

1／1,000

工事起終点, 測点, 延長, 幅員, 表層

工の種類, 曲線設置諸元, BMの位置,

構造物の位置, 寸法, 交差点の処理,

旧道敷の利用

構造物の位置, 寸法は必要なものの

み

着色�施工形状……赤

(施工区間, 数量等は赤書きとする)

縦 断 面 図

縦1／100又は
1／200

横1／500又は
1／1,000

土質柱状図, CRR, その他道路改良

工事と同じ

着色……平面図に同じ

標準横断面図 1／50

舗装厚, 舗装構成, 横断勾配, 路盤,

幅員構成, 目地詳細, 設計CRR, 凍

結深, TA, 区画線の位置

着色�施工形状……赤

横 断 面 図 1／100 道路改良工事と同じ 道路改良工事と同じ

目 地 割 図 縦1／200
膨脹目地, 収縮目地, 突合目地, 縦目

地

交差点の目地割図は, 1／100程度と

する
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表３－９ 砂 防 関 係

工種 図面名称 縮 尺 記 載 事 項 記 載 注 意 事 項

え

ん

堤

工

位 置 図 1／50,000 施工箇所, 工事名 引出し線等は赤で表示する｡

平 面 図
1／500又は

1／1,000

既設構造物, 測点, 等高線, 堆砂区域,

HWL (計画最高水位) 区域, 施工形

状 (高さ,長さ,体積), 仮BM

図面は下流を左に, 上流を右にする

ことを原則とする｡

測点はえん堤軸を№０とし, 上流に

向かって追番号, 下流に向かって減

番号を原則とする｡

着色�施工形状……赤

(施工区間, 数量等は赤書とする)

縦 断 面 図

縦
1／100又は

1／200
横
1／500又は

1／1,000

現河床, 計画堆砂, 計画河床 (えん堤

下流), HWLの各線と, その標高及び

現況・計画勾配

図面は下流を左に, 上流を右にする

ことを原則とする｡

工作物がある場合は天端および基礎

高を図示のこと｡

着色�施工形状……赤

(施工区間, 数量等は赤書とする)

え ん 堤
構 造 図

1／100又は
1／200

正面図 (えん堤軸３測横断線と収縮継

目, 水抜穴の位置及び推定支持 (岩盤)

線, 施工形状 (高さ, 長さ, 体積)

側面図 (主, 副ダム関係図)

平面図, 間詰構造

着色�施工形状……赤

堆砂横断図
1／100又は

1／200

不安定土砂線, 推定岩盤線

HWL, 計画堆砂面

堆砂後の流心線を想定し, それに直

角とする｡

下流から上流をみる｡ (左側が右岸)

掘削横断面図 1／100,1／200 CA, BA ダム軸に直角

渓

流

保

全

工

位 置 図 1／50,000 施工箇所, 工事名 引出し線等は赤で表示する｡

平 面 図

河川工事に
同じ

河川工事に同じ 河川工事に同じ

縦 断 面 図

横 断 面 図

構 造 図

1／500又は
1／1,000

施工形状、延長、土取場・土捨場・
仮橋・仮道・仮締切位置、距離標、
測点、仮ＢＭ、名称、寸法、流向、
計画法線、橋梁、堰堤、その他構造
物、海岸地名、路河川名

図面は下流を左に、上流を右にす
ることを原則とする。上流から下
流に向かって追番号とする。
着色：施工形状……赤
(施工区間,数量等は赤書とする)

縦
1／100又は

1／200
横
1／500又は
1／1,000

左右岸）、用水取水高、現河床勾配
名称・寸法、低内地代表地盤高（
施工延長、構造物の位置・高さ・
画高水位、計画堤防高、計画河床高、
現河床高、地盤高、平均低水位、計 図面は下流を左に、上流を右に

することを原則とする。
工作物等がある場合は天端およ
び基礎高を図示のこと。
（施工区間、数量等は赤書とする）

縦1／100
横1／100～

1／500
または縦横

1／200

計画断面（太黒線、寸法は代表断面
のみ記入）、平均低水位、
計画高水位、掘削及び築堤法勾配、
計画堤防高（現在堤防高）、法長
施工断面、ＣＡ、ＢＡ、官民境界線、
災害の場合は被災水位

図面の視方向は上流から下流を
みる。（左岸が左側）
掘削及び築堤幅一定の場合には、
同一図面の左上の最初の図に寸法
を記入すればよい。
幅が異なる場合には、測点断面と
近接する役杭断面は記載を必要と
しない。
着色：施工断面……赤
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３－３－４ 構 造 図 

１．構造図は、左上に側面、左下に平面、右上に横断図を画くのを標準とする。 

２．橋梁の側面図は、道路の起点側を左方として画くのを標準とする。 

３．基礎の地質柱状図等の調査成果を記入するものとする。 

 

３－３－５ 設計書に添付する図面の着色要領 

施工年度別に、下表により図面着色するものとする。 

１．工事用図面の着色 

表３－１５ 

施工年度 

事業名 
前々年度まで 前 年 度 当 年 度 次年度以降 他 事 業 

道 路 黒 黒 赤 黄 緑 

河 川 
 

黄（〃） 赤（〃） 緑（〃） 
実施中･･･紫
完 了･･･黒

砂防･地すべり 
急傾斜･下水道 黒 黄 赤 緑 紫 

街 路 
区 画 整 備 黒 青 赤 黄 ― 

公 園 
新規整備･･･緑 

改築・更新･･･黒 

新規整備･･･緑

改築・更新･･･黒
赤 黄 ― 

港 湾・漁 港 黒 黄 赤 
港湾･･･青 
漁港･･･緑 茶 

海 岸 黒 黄 赤 緑 災害･･･茶 

災 害 黒 黄 赤 
次年度･･･青 

次々年度･･･緑 紫 

改 良 復 旧 黒 黄 赤 緑 災 害･･･茶
他事業･･･紫

 

暫定施工は

外枠点線と

し着色 
黒 

（平成 27 年 4 月 1 日） 
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３－４ 変更設計の図面 

変更設計にかかる図面は、原設計図面に対照し作成することを基本とするが、構造に

著しい変更があり、原設計図面を使用することが不適切な場合は、新しい図面を作成す

る。 

（平成 27 年 4 月 1 日） 
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４－１ 適 用 範 囲

土木工事に係る工事数量の計算は, すべてこの要領を適用する｡

４－２ 数量の計算方法

１. 数量の単位は, すべてメートル法によるものとする｡

２. 数量の計算は, 指定小数位以下１位まで求め､ これをまるめて指定小数位に止める｡ (４－５

数量計算の単位及び数値の基準による)

３. 数値のまるめは, 四捨五入とする｡

４. 数量の計算は, 数学公式によるほか, 三斜誘致法, 又はプラニメーター, デジタル面積計算機,

CAD, 法長においてはスケールアップによることができる｡ 河川の場合は, 三斜誘致法又はデジ

タル面積計算機によるものとする｡ (プラニメーターによる場合は, ３回以上の測定値の平均を用

いること｡)

５. 立積の計算は, 数学公式によるほか両断面積の平均数量に断面間の距離を乗じる平均断面法を原

則とする｡

６. 面積の計算は､ 両法長の平均法長に断面間の距離を乗じる平均寸法法を原則とする｡

また, CADソフトによる算出結果について, 適宜結果の確認をした上で適用できるものとする｡

４－３ 構造物の数量から控除しないもの

１. コンクリート構造物

� コンクリート中の鉄筋・鋼矢板・土留材等, モルタル注入孔, 埋込金具等の容積

� 基礎杭頭

� 支承溝及びボルト孔

� 内径15㎝以下の管類, 水抜孔

� 面取り及び水切り

� 伸縮目地の間隙及び止水板

� 集水桝の接続部数量 (型枠, コンクリート)

２. Ｐ・Ｃ構造物シース, Ｐ・Ｃ鋼線及び鉄筋容積

３. 鋼材中のボルト孔, 隅欠き及び板厚, 板幅変化のテーパー

４. 盛土中で現地盤線以上の断面積が1.0㎡未満の構造物

５. 舗装工 (路盤工), 床版工中の１箇所1.0㎡未満の構造物

６. 筋芝, 張芝及び種子吹付の法面沿い縦排水, 張芝の目地間げき

７. 基礎材 (均しコン含む) 中の径30㎝以下の杭及び胴木
(平成20年４月)
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８. ガードレール, ガードパイプ等防護柵の支柱の箱抜き

９. その他体積, 又は面積が前項以下で全体数量が僅少なもの

ただし, 現場打杭及び杭頭部の結合方式方法Ａの場合のフーチッグコンクリートについては, 控

除する｡

４－４ 数量計算書等

１. 算式で計算する場合は, 直接数値計算のみを記入しないで, 公式を記載すること｡ 又必要に応じ

計算図を記入するものとする｡

２. 函渠, 管渠, 擁壁, 取付道路等第○号～○号までのように, 数量が多い場合は, 個々の構造物の

集計書のほかに, 工種別に全体の集計表も作成すること｡

(平成20年４月)
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４－５ 設計図書の設計数量の単位及び数値 
 

設計図書の設計数量の単位及び数値は, 下表を基準とする｡ 
 

表４－５ 

数量計算名 種  別 単位
設 計 図 書 の 数 値 

図面の表示及び計算過程 設 計 計 上 数 値  

土 量 

(切土及び盛土

掘削及び築堤) 

幅 及 び 高 さ m 小数３位止 － 

断 面 積 ㎡ 小数１位止 － 

平 均 断 面 積 ㎡ 小数２位止 － 

距 離 m 小数３位止 － 

土 量 ㎥ 小数１位止 小数１位止 

ト ン ネ ル 

( 掘削・覆工 ) 
断 面 積 ㎡ 小数３位止 小数３位止 

距 離 m 小数３位止 小数１位止 

掘 削 土 量 ㎥ 小数１位止 小数１位止 

覆 工 体 積 ㎥ 小数２位止 小数２位止 

石積(張) 又は

ブロック積(張) 

コンクリート張 

高 さ 又 は 法 長 m 小数２位止 － 

平 均 法 長 m 小数２位止 － 

距 離 m 小数３位止 － 

面 積 ㎡ 小数１位止 小数１位止 

芝 工 
法 長 m 小数１位止 － 

平 均 法 長 m 小数２位止 － 

距 離 m 小数３位止 － 

面 積 ㎡ 小数１位止 小数１位止 

捨石均し, マッ

ト, 防砂板,帆

布等の面積 

幅 又 は 法 長 m 小数１位止 － 

平 均 幅 ,  法 長 m 小数２位止 － 

距 離 m 小数１位止 － 

面 積 ㎡ 小数１位止 小数１位止 

置換砂・敷砂・

捨石等の立積 
断 面 積 ㎡ 小数１位止 － 

平 均 断 面 積 ㎡ 小数２位止 － 

距 離 m 小数１位止 － 
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数量計算名 種 別 単位
設 計 図 書 の 数 値 

図面の表示及び計算過程 設 計 計 上 の 数 値 

 
立 積 ㎥ 小数１位止 小数１位止 

コンクリート 

モ ル タ ル 
幅 及 び 高 さ m 小数３位止 － 

断 面 積 ㎡ 小数３位止 － 

距 離 m 小数３位止 － 

体 積 ㎥ 小数２位止 小数２位止 

路 盤 工 

( 路 面 工 ) 
幅  m 小数３位止 － 

厚 さ m 小数２位止 小数２位止 

距 離 m 小数３位止 － 

面 積 ㎡ 小数１位止 小数１位止 

立 積 ㎥ 小数１位止 － 

舗 装 面 積 
幅 員 m 小数３位止 － 

距 離 m 小数３位止 － 

面 積 ㎡ 小数１位止 小数１位止 

ア ス フ ァ ル ト 

合 材 
重 量 t 小数２位止 小数２位止 

目 地 工 面 積 
幅 m 小数３位止 － 

距 離 m 小数３位止 － 

面 積 ㎡ 小数１位止 小数１位止 

足 場 工 
高 さ m 小数３位止 － 

延 長 m 小数３位止 － 

面 積 ㎡ 小数１位止 小数１位止 

支 保 工 

 
幅  m 小数３位止 － 

高 さ m 小数３位止 － 

延 長 m 小数３位止 － 

空 立 方 米 空㎥ 小数１位止 小数１位止 

コ ン ク リ ー ト 

取 り こ わ し 
断 面 積 ㎡ 小数１位止 － 

平 均 断 面 積 ㎡ 小数２位止 － 
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 数量計算名 種 別 単位
設 計 図 書 の 数 値 

図面の表示及び計算過程 設 計 計 上 の 数 値 

 

距 離 m 小数３位止 － 

立 積 ㎥ 小数１位止 小数１位止 

鋼 材 ・ 鉄 筋 等 
幅・厚さ・径・長さ ㎜ 単位止 － 

重 量 ㎏ 単位止 単位止 

ボ ル ト ･ リ 

ベ ッ ト 本 数 
本 数 本 単位止 単位止 

電 線 ・ 配 管 等 長 さ m 単位止 単位止 

塗 装 面 積 面 積 ㎡ 小数２位止 小数１位止 

 

 

４－５－１ 設計書の表示単位及び数位 

１. 設計書の表示単位及び数位 

設計積算において, 設計書に設計計上する数量は, 検収区分ごとに定められた単位に, 数量計

算で求めた数量に応じて表４－５に定める数位に四捨五入して求めるものとする｡ 

なお, 設計表示数位に満たない数量の変更は設計変更の対象としないものとする｡ 

(1) 設計表示単位は, 検収区分ごとに表４－５に定める単位により算出する｡ 

(2) 設計数量が設計表示数位に満たない場合及び, 工事規模, 工事内容等により, 設計表示数位

が不適当と判断される場合は(小規模工事等) 有効数位第１位の数量を設計表示数位とする｡ 

(3) 表４－５に記載のある以外の項目について, 設計表示単位及び数位を定める必要が生じたと

きは工事規模, 工事内容等を勘案して適正に定めるものとする｡ 

(4) 設計表示単位及び数位の適用は各細別毎を原則とする｡ 

 

 

２. 数量の丸め 

検収区分の内訳数量の丸め方法は, 設計表示単位の１位下位の単位で丸めるものとする｡ 
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(平成23年４月)

第４章―５―１

４－６ 数量計算 (標準)

数量計算においては, ｢工事工種体系｣ を考慮した区分で数量を算出する｡

ただし, 工事工種体系が策定されていない工種等については, 他の体系に準じて ｢工種 (レベル

２)｣, ｢種別 (レベル３)｣, ｢細別 (レベル４)｣ を設定すること｡

注) ｢レベル○｣ は, 工事工種体系における階層を示すものであり, 詳細は ｢５－４ 各種工事

の積算｣ を参照｡

４－６－１ 土 区 分 工

土工は下記のとおり区分する｡ (次頁図参照)

｢掘 削｣ ：現地盤線から施工基面までの土砂等を掘り下げる箇所であり, ｢埋戻し｣ を伴わな

い箇所である｡

｢床堀り｣ ：構造物の築造または撤去を目的に, 現地盤線または施工基面から土砂等を掘り下げ

る箇所であり, ｢埋戻し｣ を伴う箇所である｡

｢盛 土｣ ：現地盤線又は計画埋戻し線より上に土砂をもり立てる箇所である｡

｢埋戻し｣ ：構造物の築造又は撤去後, 現地盤線又は計画埋戻し線まで埋戻す箇所である｡



(平成23年４月)
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３.盛土（施工パッケージ）

１）断面積（道路） 

下記の項目に区分して算出する。（下図参照） 

※ 土羽土Ｖ(ｍ３)＝Ａ(ｍ２)×０．３(ｍ) 

ａ）土羽土と路体等の材料が異なる場合 

①路体盛土

②路床盛土

③歩道盛土

④土羽土

⑤畦畔盛土

ｂ）土羽土と路体等の材料が同一の場合 

①路体盛土

②路床盛土

③路肩盛土

④土羽土

⑤畦畔盛土

注）１．路床は、必要に応じて、上部路床と下部路床に区分して算出する。 

２．畦畔盛土は、必要に応じ計上する。 

３．土羽土は、下記により必要に応じて区分して算出する。 

① 法面工が種子帯工及び筋芝の場合は、土羽土と路体等盛土が同一材料であ

っても区分する。 

② ①以外の法面工の場合は、土羽土と路体等盛土が同一材料でない場合に区

分する。 

路体（築堤）盛土 

路床盛土 

小規模 

現場制約あり 

土羽土（必要により） 

盛土 

（平成27年1月）

　 面　積Ａ＝平均法長（ｌ）×延長（Ｌ） 
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また、路体（築堤）盛土は施工幅員、路床盛土は平均幅員により下記のとおり区分して

算出する。 

①２．５ｍ未満

②２．５ｍ以上４．０ｍ未満

③４．０ｍ以上

２）断面積（河川） 

「２．数量算出項目（２）盛土」を参照の上算出する。 

ただし、土羽土を計上する場合の堤体盛土量は、下記により算出する。 

盛 土 路体（築堤）盛土 

土羽土（必要により） 

路体（築堤）盛土 Ｖ０＝全体盛土Ｖ－Ｖ１ 

土 羽 土 Ｖ１＝Ａ(ｍ２)×０．３(ｍ) 

面 積 Ａ ＝平均法長（ç）×延長（Ｌ） 

また、路体（築堤）盛土は、施工幅員により下記のとおり区分して算出する。（ １）断

面積（道路）参照） 

①２．５ｍ未満

②２．５ｍ以上４．０ｍ未満

③４．０ｍ以上

注）１．小段の土羽土は、小段に芝付けを施工する場合に計上する。 

２．土羽土は、下記により必要に応じて区分して算出する。 

① 法面工が、種子帯工および筋芝の場合は、土羽土と堤体盛土が同一材料で

あっても区分する。 

② ①以外の法面工の場合は、土羽土と堤体盛土が同一材料でない場合に区分

する。 

（平成27年1月）













































 

（設計書作成の手順） 

１．直接原価の積算 

① 業務の内容を構造物毎［橋梁下部・砂防ダム等］に区分する。 

② さらに業務の内容を種別毎［概略・予備・詳細・修正等］に区分する。 

③ 種別おのおのに該当する歩掛を選定し、割増率等を考慮して金額を算定する。 

④ 直接経費（旅費交通費、プログラム使用料等）を算定する。なお、旅費交通費の算定

は、積算基地が県内外により異なるので留意する。 

⑤ ③と④をあわせて、直接原価を算出する。なお、このときに直接人件費の総計を算定

しておく。 

２．その他の原価と一般管理費等の算出 

⑥ その他の原価は、⑤で算定した直接人件費に一定の率を乗ずる。 

⑦ 一般管理費等は、⑤で算定した直接原価と⑥で算定したその他原価を併せ、一定の率

を乗ずる。 

３．消費税等相当額の算出 

 

 

③ 地質調査業務委託の積算 

最終的な工事目的物を想定し、孔数、深度、各種試験等を考慮して積算を行わなければな

らない。特に各種試験では、サンプリングが必要となる場合があるので留意すること。 

 

 

（設計書作成の手順） 

１）一般調査業務費 

１．純調査費の算出 

① 構造物の規模を想定、または、予備・概略設計で設定した規模に応じて、調査の範

囲［孔数・深度・各種試験等］を検討する。 

② 各地質厚［レキ質・岩等］を想定する。この場合、近隣のボーリングデータ等があ

れば、これを利用すると良い。 

③ 各地質厚に対応した歩掛を選定し、補正率を考慮して金額を算定する。 

  なお、各種試験を委託する場合も同様である。 

④ 間接調査費（運搬費、仮設費、旅費交通費等）を算定する。 

⑤ ③と④を併せて、純調査費を算定する。 

２．諸経費の算出 

諸経費は、⑤で算出した純調査費を対象額として、諸経費率標準値から諸経費率を算

定し、諸経費を算定する。 
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２）解析等調査業務費 

３．解析等調査業務費の算出 

一般調査業務による調査資料等に基づき、解析、判定、工法選定等、解析が必要な項

目の歩掛を選定し、金額を算定する。 

４．その他原価と一般管理費等の算出 

設計業務等積算基準による。 

５．消費税等相当額の算出 
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